
 
 

 

 

2026年 5月 14日 

各  位 

会社名 日本テレビホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役会長執行役員 杉山 美邦 

 （コード番号 9404 東証プライム） 

問合せ先 経営管理局長 佐藤 政治 

 （TEL. 03-6215-4111） 

 

 

剰余金の配当（増配）及び別途積立金取り崩しに関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、2026 年３月 31 日を基準日とする剰余金の配当及び

別途積立金の取り崩しについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

１．剰余金の配当に係る事項の内容 

（１）配当の内容 

 決  定  額 
直近の配当予想 

（2026年２月５日公表） 

前期実績 

（2025年３月期） 

基 準 日 2026年３月 31日 2026年３月 31日 2025年３月 31日 

１株当たり配当金 35円 00銭 30円 00銭 30円 00銭 

配当金総額 8,923百万円 － 7,726百万円 

効力発生日 2026年６月 29日 － 2025年６月 30日 

配当原資 利益剰余金 － 利益剰余金 

 

（２）理由 

当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要な課題として認識しており、2025 年５月に発表した中期経

営計画 2025-2027 において、継続的で安定的な株主還元を基本方針としつつ、総還元性向 35％以上を目標と

することを掲げております。 

このような基本方針に基づき、当期の業績動向等を加味した財務状況などを総合的に勘案した結果、2026

年３月期の１株当たり期末配当予想を前回予想から５円増額し、35円 00銭とすることといたしました。 

 

 

２．別途積立金の取り崩しに係る事項の内容 

（１）実施内容 

別途積立金の一部を下記の通り取り崩し、繰越利益剰余金に振り替えるものであります。 

① 減少する利益剰余金の項目及びその額  別途積立金   30,000,000,000 円 

② 増加する利益剰余金の項目及びその額  繰越利益剰余金 30,000,000,000 円 

 

（２）実施の目的 

上記の剰余金の配当の実施及び今後の経営環境の変化に対応した資本政策の機動性を確保するためでありま

す。 



 
 

 

（３）効力発生日 

2026年 6月 26日 

 

（４）業績に与える影響 

本件は、純資産の部の勘定科目の振替処理となるため、純資産額に変動はなく、損益に与える影響はありま

せん。 

 

 

なお、１．剰余金の配当並びに２．別途積立金の取り崩しいずれにつきましても、2026 年 6 月 26 日開催予

定の定時株主総会に付議し、承認可決されることが効力発生の条件となります。 

 

以 上 


